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新 産業人材育成連携基盤の構築とものづくり人材の育成
＜長期構想推進重点政策枠事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】
２５，９００ 一般財源 5,900 報償費 11,174（講師謝金等）

（前年度 ０） 国庫 19,989 委託料 3,700（ﾆｰｽﾞ調査等）
諸収入 11

２ 背 景 ・ 現 状
本県の産業人材育成は、県、市町村、雇用能力開発機構、商工会議所等において、
各種の研修事業が実施されているが、一元的な管理がなされていない現状にあり、
関係機関との連携体制を充実し、効果的な研修を実施していく必要がある。

３ 事 業 目 的
本県の産業人材育成事業を一元的に管理し、体系的かつ総合的な人材育成を実施
する基盤を整備し、これをもとに産学官が連携して、ものづくりの人材育成システ
ムを構築する。

４ 事 業 概 要
県内の産業人材育成支援機関（産業経済振興センター、商工会議所、雇用・能力
開発機構、東海職業能力開発大学校、高専、大学等）により、本県の産業人材育成
を総合調整する仕組みをつくる。
これをもとに、構成機関が連携して、地域の産業分野のニーズに対応した産業人
材育成プログラムを開発し、人材育成事業を実施する。

産業人材育成連携基盤の構築とものづくり人材の育成

新 産業人材育成連携基盤の構築 ◎国事業を活用した産業人材の育成
事業費5,900千円 (拡 充) 産業人材立地推進事業【経済産業省】 地

○進出企業が求める人材の育成と高度化 域
『地域の産業分野のニーズに 各圏域における人材ニーズに対応した研修事業 産
対応した人材の育成と高度化』 (新 規) （外部資金活用） 業
（事業内容） 新 地域におけるものづくり分野の人材育成 を
◎産業人材育成支援機関の総合調整 事業【厚生労働省】 事業費20,000千円 支
・地域の産業分野に応じた国の研修事 ◎ポリテクカレッジ連携ものづくり人材育成事業 え
業を企画し、関係機関で連携し実施 ◎業界提案型産学連携プログラム事業 る
する仕組みを構築 ◎ぎふ匠育成塾 も

◎体系的な産業人材育成事業計画の策定 ◎技術経営（ＭＯＴ）連携大学院 の
◎ワンストップサービス体制の整備 ◎文系大学連携ものづくり人材育成事業 づ
・産業人材の総合ポータルサイト構築 (継 続) ◎コーディネーターの配置 く
◎産業人材育成インストラクターの養成 岐阜大学金型創成技術研究センター事業 り
◎産業人材育成連携シンポジウムの開催 【文部科学省】 人

○金型技術の伝承と次世代技術の高度化のため 材
の人材育成システムの構築 （外部資金活用） 育

（連携基盤構築による効果） 工業高校実践教育導入事業・クラフトマン２１ 成
・産業人材育成の過不足の解消 【経済産業省・文部科学省】 体
・ものづくり人材の高度化と地域産業 ○工業高校と地元産業界とが連携した実践的 制
を担う産業人材の効率的な育成、確保 キャリア教育の展開 （外部資金活用） の
・教育機関等の相互補完と機能強化 確

◎県事業による産業人材育成 立
ものづくり人材育成事業（継続）
○産業界のニーズに対応したものづくり人材育成

（款）７商工費 （項）１商工費 （目） (２)中小企業振興費
（明細書事業名）○新産業育成対策費
産業人材育成連携基盤構築事業費
地域におけるものづくり人材育成事業費
ものづくり人材育成コーディネーター設置費


